
​札幌市障がい者等通所交通費助成要綱​

​平成31年３月14日​

​保健福祉局長決裁​

​最近改正　令和８年４月１日​

​保健福祉局長決裁​

​（目的）​

​第１条　この要綱は、障がい者等が、別表に示す対象の施設（以下「施設等」とい​

​う。）に定期的に通所するために要する交通費の一部を助成することにより、その経​

​済的負担を軽減するとともに、身体機能や生活能力等の維持、向上を図り社会復帰や​

​社会参加を促進することを目的とする。​

​（定義）​

​第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め​

​るところによる。​

​⑴　障がい者等とは、身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者並びに難病患者​

​等に該当する者をいう。　​

​⑵　身体障がい者とは、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第１５条第４項​

​の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者をいう。​

​⑶　知的障がい者とは、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第12条第１項に規​

​定する知的障害者更生相談所で知的障害者の判定を受けている者及び児童福祉法​

​（昭和22年法律第164号）第12条第１項に規定する児童相談所で知的障害児の判定​

​を受けている者をいう。​

​⑷　精神障がい者とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法​

​律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）第４条に規定す​

​る精神障害者及び児童福祉法第４条第２項に規定する精神に障害のある児童をい​

​う。​

​⑸　難病患者等とは、障害者総合支援法第４条に規定する治療方法が確立されていな​

​い疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が、厚生労​

​働大臣の定める程度の者をいう。​

​⑹　通所とは、別表１の項に掲げる施設については、施設に通った日数のうち、介護​

​給付費又は訓練等給付費の請求日数として計上されるものをいい、別表２の項に掲​

​げる施設については、施設に通った日数のうち、各々の要綱において補助対象とな​

​るものをいう。​

​（対象者）​

​第３条　この要綱による助成の対象となる者は、札幌市に居住し、住民基本台帳法（昭​

​和42年法律第81号）に基づき住民票に記録されている者で、札幌市が経営する高速電​

​車、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）第10条第２​

​項に規定する軌道運送事業を実施する者が経営する電車、ジェイ・アール北海道バス​

​株式会社、北海道中央バス株式会社、株式会社じょうてつ、夕張鉄道株式会社及び札​

​幌ばんけい株式会社等が経営する一般乗合自動車並びに北海道旅客鉄道株式会社が経​

​営する鉄道（以下総称して「公共交通機関」という。）を利用し、又は、やむを得な​



​い事由により自動車を利用して施設等に通所する障がい者等とする。​

​２　前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、助成対象としない。ただ​

​し、市長が特に認めた場合はこの限りではない。​

​⑴　札幌市障がい者等に対する交通費助成規則（昭和56年規則第41号。以下「規則」​

​と​​い​​う。）​​別​​表​​１​ ​１​​の​​項​​中​​欄​​に​​該​​当​​し、​​右​​欄​​に​​掲​​げ​​る​​助​​成​​の​​交​​付​​を​​受​​け​​る​​こ​​と​​が​

​できる者又は現に同欄のいずれかの助成を受けている者（右欄ただし書きの規定に​

​よる乗車券の交付又は助成チャージを受けている場合を除く。）​

​⑵　生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護又は中国残留邦人等の円滑な帰​

​国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する​

​法律（平成６年法律第30号。以下「中国残留邦人等支援法」という。）による支援​

​を受けている者のうち、生活保護法による保護の基準（昭和38年厚生省告示第158​

​号）別表第１に定める移送費（第１条に掲げる施設等への通所に係るものに限る）​

​を受けることができる者又は現に受けている者​

​⑶　生活保護法による保護又は中国残留邦人等支援法による支援を受けている者のう​

​ち、生活保護法による保護の実施要領について（昭和36年厚生省発社第123号）第​

​８に定める収入の認定を行う際に、通勤費を必要経費として認定できる者又は現に​

​認定されている者​

​３　前項第１号の規定にかかわらず、北海道旅客鉄道株式会社が経営する鉄道（以下​

​「ＪＲ鉄道」という。）でなければ施設等に通所することが著しく困難であると認め​

​られる者は、助成対象とする。​

​４　第２項第１号の規定にかかわらず、規則の規定により福祉乗車証の交付を　受けて​

​いる者で、通所する施設等が札幌市外にある者は、助成対象とする。​

​５　新設の地域共同作業所に通所する者については、当該作業所が地域共同作業所とし​

​ての要件を備え、かつ、安定した運営が確認され、市長がその支給を適当と認めたと​

​きから助成対象とする。​

​（助成金額）​

​第４条　この要綱により助成する助成金の額は、それぞれ当該各号に定めるところによ​

​る。​

​⑴　公共交通機関を利用して施設等に通所する者​

​ア　利用する公共交通機関において、交通事業者による障がい者への運賃　の福祉​

​割引（以下、「運賃割引」という）がすべて適用される場合は、１日の通　　所に係​

​る乗車料金の25％の額に通所日数を乗じた額。​

​ただし、月の通所日数が20日を超える場合、20日を超えた分については、１日​

​の通所に係る乗車料金の50％の額に通所日数を乗じた額。​

​イ　利用する公共交通機関に、運賃割引が適用されないものが含まれる場​

​合は、１日の通所に係る乗車料金の50％の額に通所日数を乗じた額。​

​⑵　自動車を利用して施設等に通所する者にあっては、月額2,000円。ただし、公共​

​交通機関を利用できない正当な理由がある者に限る。また、前号による助成と併せ​

​て助成を受けることはできない。​

​２　前項の乗車料金の額は、当該助成対象者の住居から施設等への通所に要する経費​

​（公共交通機関を経営する事業者に支払うべき乗車料金）とし、経済的かつ合理的と​

​認められる通常の通所の経路及び方法により算出するものとする。ただし、所要時​

​間、対象交通機関の運行頻度、運行時刻及び乗換の回数その他の事情を総合的に勘案​

​し、市長が特に認めた場合は市長が認めた経路の乗車料金を助成することができる。​



​３　前項の通所の経路及び方法は、原則、往路と復路が同一でなければならない。ただ​

​し、市長が特に認めた場合はこの限りではない。​

​４　第３条第３項に掲げる者に対しては、通所経路のうち、ＪＲ鉄道を利用する区間の​

​乗車料金に限り助成する。​

​５　第３条第４号に掲げる者に対しては、通所経路のうち、対象施設に最も近い市内の​

​ＪＲ鉄道又は札幌市が経営する高速電車の駅から対象施設までの区間の乗車料金と対​

​象者の住居に最も近い一般乗合自動車の停留所から対象施設までの区間の乗車料金を​

​比較し、最も経済的かつ合理的と認められる区間の乗車料金に限り助成する。ただ​

​し、所要時間、対象交通機関の運行頻度、運行時刻及び乗換の回数その他の事情を総​

​合的に勘案し、市長が特に認めた場合は、市長が認めた区間の乗車料金を助成するこ​

​とができる。​

​（助成金の支給単位）​

​第５条　この要綱により助成する交通費は、月の初日から１か月を単位に行う。​

​（助成期間）​

​第６条　助成する期間は、対象施設に通所を開始した日の属する月から、通所を終了し​

​た日の属する月までとする。​

​（助成の手続）​

​第７条　本制度による助成を受けようとする者（以下「助成希望者」という。）は、障​

​がい者等通所交通費助成通所(変更)届兼委任状（様式１）を作成し、対象施設の管理​

​者又は対象施設を運営する団体の代表者（以下「施設長等」という。）に記載内容が​

​適切であるか確認を受けなければならない。​

​（権限の委任）​

​第８条　助成希望者は、施設長等に対し、障がい者等通所交通費助成通所(変更)届兼委​

​任状（様式１）により、この要綱による助成に係る申請、請求、受領及び戻入に関す​

​る一切の権限を委任することができる。​

​（提出書類）​

​第９条　助成希望者（前条の規定による委任を受けた施設長等を含む。次条第１項にお​

​いて同じ。）は、助成金の交付を受けようとする月の翌月の15日までに、第１号から​

​第４号までに掲げる書類を市長に提出しなければならない。​

​⑴　障がい者等通所交通費助成通所(変更)届兼委任状（様式１）​

​⑵　障がい者等通所交通費助成申請書（様式２）​

​⑶　障がい者等通所交通費助成請求内訳書（様式３）​

​⑷　対象施設に通所した日数を確認できる書類の写し​

​⑸　本事業の目的等に照らして助成金の交付を受けることが公益上不適当と認められ​

​る法令違反等がない旨の誓約書（様式４）​

​２　前項の規定にかかわらず、助成を申請した年度当初の月の翌月以降の助成の申請に​

​おいて、年度当初に提出した書類の内容から変更がないときは、障がい者等通所（変​

​更）届兼委任状（様式１）及び誓約書（様式４）の添付を省略することができる。​



​（助成金の交付）​

​第10条　市長は、第７条第１項又は前条第１項の規定により助成の申請を受けた場合、​

​その内容について審査し、適正であると認めたときは、助成希望者に対して助成金を​

​交付するものとする。​

​２　市長は、助成希望者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金を交付しない​

​旨の決定をしなければならない。​

​　⑴　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２５年条例第６号。以下「暴排　​

​条例」という。）第２条第１号に規定する暴力団​

​　⑵　暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員​

​　⑶　暴排条例第７条第１項に規定する暴力団関係事業者​

​　⑷　その他交付目的に照らして補助金等の交付を受けることが不適当であると市長が​

​　認める者​

​３　第８条の規定により委任を受け、前項の規定により助成金の交付を受けた施設長等​

​は、これを直ちに交通費の助成を受けようとする者に支払わなければならない。この​

​場合において、施設長等は、障がい者等通所交通費助成請求内訳書（様式３）の写し​

​に受領月日を記載させ、管理しなければならない。ただし助成を受ける者が事情によ​

​り記載できない場合は支払い後、同意を得て施設長等が代筆することも可とする。​

​（変更の届出）​

​第11条　助成金を受けている通所者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やか​

​に障がい者等通所（変更）届兼委任状（様式１）を施設長等に提出しなければならな​

​い。​

​⑴　氏名又は住所を変更したとき。​

​⑵　通所経路、通所方法又は所要額に変更を生じたとき。​

​⑶　その他申請内容に変更を生じたとき。​

​　（助成金の取消）​

​第12条　市長は、助成希望者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付　​

​　の決定の全部又は一部を取り消すことができる。​

​　⑴　本事業の目的等に照らして助成金の交付を受けることが公益上不適当と認められ​

​　　る法令違反等があることが判明したとき。​

​（助成金の返還）​

​第13条　市長は、この要綱の規定により助成金の交付を受けた者が不正に助成金の交付​

​を受けたとき、又は不正に助成金を使用したときは、その者に対して、以後の助成を​

​停止するとともに、交付した助成金の全部又は一部を返還させることができる。​

​２　市長は、前条の規定より、交付決定の取消しをした場合において、助成事業の当該​

​取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その​

​返還を請求するものとする。​

​（施設長による関係書類の整備）​

​第14条　施設長等は、助成金の交付状況を明らかにするため、交付に関する書類等を整​

​備しておくものとする。​

​２　施設長等は、交付に関する帳票等を助成金の交付後５年間保存しなければならな​

​い。​



​（調査）​

​第15条　市長は、必要があると認めたときは、施設長等に対し、交付に関する帳票等の​

​提出及び報告を求め、助成金の交付状況等を調査することができる。​

​（特例措置）​

​第16条　市長は、特に必要があると認めたときには、第４条の規定にかかわらず、なお​

​従前の例により助成金を決定することが出来る。​

​（委任）​

​第17条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、札幌市保健福祉局障がい保健福​

​祉部長が定める。​

​附　則​

​この要綱は、平成31年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、令和２年４月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、令和３年１２月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、令和６年９月１日から施行する。​

​附　則​

​この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。​

​附　則​

​１　この要綱は、令和８年４月１日から施行する。​

​２　この要綱の規定は、この要綱の施行の日前に交付決定をした助成金については、　​

​　適用しない。​



​別表​

​１​ ​障害者総合支援法第５条第７項に規定する生活介護、同条第12項に規​

​定する自立訓練、同条第13項に規定する就労選択支援、同条第14項に規​

​定する就労移行支援若しくは同条第15条に規定する就労継続支援を行う​

​事業所​

​２​ ​⑴　障害者総合支援法第79条第２項の規定により届出をした地域活動支​

​援センター（札幌市障がい者地域活動支援センター運営費補助要綱​

​（平成19年３月27日保健福祉局理事決裁）第２条第２号に定める相談​

​支援併設型及び同条第３号に定める就労者支援型を除く。）​

​⑵　札幌市障がい者地域共同作業所運営費補助要綱（平成17年３月29日​

​保健福祉局理事決裁）の規定による補助を受けている地域共同作業所​


